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ガイドライン（最終とりまとめ） 

ガイドライン（中間とりまとめ） 

第６回検討委員会での意見 

検討委員会の意見 

自治体アンケート結果で 
得られた現状・課題・意見等 

法律（災害対策基本法、耐震
改修促進法等）や計画（防災
基本計画、地域防災計画等）
の改定による新たな知見 

公表資料（中央防災会議資料、
静岡県第4次地震被害想定、各
県資料等）による新たな知見 

ガイドラインを見やすく、使
いやすくする工夫 

１．ガイドライン（最終とりまとめ）の基本的な考え方 

市町村長との意見交換会 
（３県ブロック）での意見 

ガイドライン（中間とりまと
め）説明会での意見 



静岡県ブロック 愛知県ブロック 三重県ブロック 
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２－１．市町村長との意見交換会・参加者名簿 

２．第6回検討委員会・意見交換会等での意見及び対応方法 



 ①安全で確実な避難の確保 

２－２．基本事項別の意見及び対応方法 

 
  

意 見 対応方法 掲載ページ 

１ 要介護者の避難のルール化が出来ないか。  事例紹介   P-28 
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 ②地震・津波災害に強い都市構造の構築 

 
  

意 見 対応方法 掲載ページ 

１ 観光客等に対する防災・減災方策を検討しなければ、想定される被災者が増えるばかりでなく、観
光産業が低迷する。 

事例紹介   P-8 
 

２ 家屋倒壊防止や家具の転倒防止は自助であるが、耐震性の劣る住宅には高齢者のみが住む事例
もあり、費用面からも住宅の耐震化が難しいとの声を聞く。家屋倒壊による被害は、「所有者自身の
命の問題」と、避難路閉塞や火災発生による「地域住民の命」両方に影響するため、意識啓発が重
要である。住宅全部の耐震化ばかりでなく、寝室、居間等の部分耐震化ならば耐震化が進む可能
性もある。このような住宅の耐震化の促進について記載を充実してほしい。また、家具の転倒防止
も効果的である。 

事例紹介   P-9 
 

３ 安全が担保されないまちからは、人口流出が始まる。「命を守る対策」「財産を守る対策」「生産活動
を守る対策」「被災時の生活支援のための対策」に分けて考える必要がある。 

事例紹介  P-10～12 

４ まちの中心部が全て浸水してしまう状況下でのまちづくりをどうすべきかもう少し示せないか。 事例集に 
追記 

  P-21 

５ 長期間浸水する地域でのまちづくりについて、次年度検討して行きたい。 事例紹介   P-13 

６ 空き家対策、管理面でのソフト対策等について、各市の個別事例のさらなる追記をお願いしたい。 
 

事例紹介   P-14 

７ ガレキや仮設住宅、重機置場、物流などの各方面で空地が必要となることを記載した方がよい。 事例紹介   P-15 

８ 
 
国土交通省都市安全課長  H25.5.24付けの「防災都市づくり計画策定指針」「防災都市づくり計画の 
 
モデル計画及び同解説」や国土交通省で策定中と聞いている「津波紡災まちづくりの計画策定に関 
 
わる指針案」もあり、 名称が類似したものがいくつかある 。これらの関係性や位置づけを解説して 
 
いただきたい 。 

策定方法及
び事例集で 

追記 

 P-21 
 

９  
沿岸部を中心に土地利用をしてきた今のまちの姿から、浸水しない内陸に拠点施設を再配置して 
 
いくと、どうしても集約型都市構造とはかけ離れた都市構造になってしまう。防災・滅災＋コンパクト 
 
なまちづくりの考え方について、補足をしてほしい 。 

基本認識及
び事例集で 

追記 

  P-21 

10 現在は行政が防災一辺倒で進んでいる感があるが、町が形成された成り立ちを今一度認識し、バ
ランスの取れた将来像を描くことが重要である。 

策定方法及
び事例集に 

追記 

  P-21 



  意 見 対応方法 掲載ページ 
１ 自主防災組織の継続性確保で必要なことは、世代交代していく中でのリーダーの養

成である。 
事例紹介   P-19 

 

2 
 
人材育成を兼ねて実習（WS・ワークショップ)を行ってはどうか。 事例紹介  P-20 

３ 
 
住民主導の避難体制の構築を目指し、地域の避難ルールや津波避難計画、防災体制（防災隣組） 
 
の確立を目指すことは、自助、共助の観点から有効である。 
 

事例集に 
追記 

 P-22 
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 ③災害に強い組織・人をつくる 

 ◇その他 

 
  

意 見 対応方法 掲載ページ 

１ 被害想定で死者数や被害額等ばかりが注目され、「対策を行えばこのくらい被害が軽減される」と 
いう方策の効果についても大々的に公表してほしい。 

目的に追記  P-22 
 

２ 
 
政府で国土強靭化に関して新たな方針がでるやとも聞いている。ガイドラインは中間報告と言うこと 
 
であるが、それらと整合が図られるものとして頂きたい。 

 
目的に追記  P-22 

 

３ 
 
事前に独自のシミュレーションを行っている。前提が異なるとシミュレーションの結果は大きく異な 
 
る 。まちづくりの前提として、何を採用したらよいのか（L1とL2）。 

現状と課題
に追記 

 P-22 
 

４ P-35の「基本認識」において、本ガイドラインは１回の巨大地震で大きな被害をこうむることを前提と
しているが、一度被災した後数か月、数年して再度被災するといった被災についても想定し、復興事
業も分散することも考えられることを記載したほうがよい。 

基本認識に
追記 

 P-22 
 



○観光協会と連携した各宿泊施設による
避難経路図を作成（南伊勢町） 

 

○釣り客等の海上からの避難時間の確認及び 

避難訓練の実施（南伊勢町） 

   

２－３．事例紹介 

 ◇観光客等の安全確保の取組み事例 

○サーフィン協会・海保・警察・消防・市が連携
した観光客への津波啓発(リーフレット作成)
（田原市） 

出典：意見交換会資料より 
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戸別訪問の実施 

自治会等、地域の住民が
戸別訪問を行い、無料の
耐震診断事業を説明し、

耐震診断を促す。 

耐震改修工法の紹介 

工法紹介のパンフレットを
作成し、改修工事の費用
や改修による評点アップを

わかりやすく解説。 

説明会・学習会の実施 

住まいの耐震診断や耐震
改修に関する説明会・学

習会の実施。 

PRパンフレットの作成 

耐震診断や耐震改修を
進めるための各種啓発
パンフレットやホームペ

ージの作成。 

技術者育成 

耐震改修の技術習得や耐
震ソフト講習会を行い、診

断士の育成を行う。 

地震防災マップの作成 

作成した地震防災マップを
広報活動を通じて広く周知
し、住民に耐震化の必要

性を浸透させる。 

 ◇耐震化促進のための取組み事例 
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○宮城県東松島市津波防災区域の条例 
 
・東松島市は、東日本大震災により多大な被害を被った経験から、多重防御施設として海岸堤防、防災
緑地、かさ上げ道路や河川堤防の整備を行ってもなお一定の浸水が予測される区域について、建築基
準法第３９条に基づく津波防災区域の指定を行い、建築制限が行っている。 

第1種区域： 住居などの居住用建物、医療施設や児童福祉施設などの建築を規制。 

第2種区域： 住居などの居住用建物、医療施設や児童福祉施設などの建築を規制。ただし、主要構造 

         部が鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造、階数が２以上、地階を有さないなど  

         の条件を満たした建築物は建築可能。 

第3種区域：  住居などの居住用建築物、医療施設や児童福祉施設などの建築物を建築する場合、 

                  宅地の接する道路の高さから１階の居住室の床面の高さを1.5ｍ以上とすること、住宅の 

                  基礎を鉄筋コンクリート造とすることなど、一定の基準を満たすことで建築可能。 

 ◇命及び財産等を守るための取組み事例 

出典：東松島市HP 

第3種区域での事例 

東松島市津波防災区域図 10 



○宮城県内の災害危険区域の指定状況 

 ◇災害危険区域指定の取組み事例（１/2) 

市町村名 災害危険区域の指定状況 
 

山元町 
浸水深に応じて「第1種区域」「第2種区域」「第3種区域」の3種類に区分。第1種区域
では建築禁止等の規制がある。 

 
仙台市 土砂災害や津波災害の危険の特に著しい区域等で市長が指定。住居の用に供す

る建築物を建築してはならない等の規制がある。 
 

東松島市 多重防御施設として海岸堤防、防災緑地、かさ上げ道路や河川堤防の整備を行っ
てもなお一定の浸水が予測される区域を「第1種区域」「第2種区域」「第3種区域」に
区分して指定。第1種区域では、住居などの居住用建物、医療施設や児童福祉施設
などの建築が規制される。 

 
亘理町 町では、自然災害（東日本大震災）による危険の著しい区域を指定。居住の用に供

する建築物の新増改築ができない等の規制がある。 
 

気仙沼市 津波による危険の著しい区域を指定。住宅、児童福祉施設等、旅館業の営業に供
する施設、病院及び診療所のうち患者を入院させる施設、宿泊設備を有する研修施
設の建築物を建築できない。ただし，市長が災害防止上支障がないと認めるものに
ついては，この限りでない等の規制がある。 

 
南三陸町 津波による危険の著しい区域を指定。住宅、児童福祉施設等、旅館業の営業に供

する施設、病院及び診療所のうち患者を入院させる施設、宿泊設備を有する研修施
設の建築物を建築できない。ただし，市長が災害防止上支障がないと認めるものに
ついては，この限りでない等の規制がある。 
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 ◇災害危険区域指定の取組み事例（2/2) 

市町村名 災害危険区域の指定状況 
 

七ヶ浜町 東日本大震災により甚大な被害を受けた区域を指定。住居の用に供する建築物の
新増改築ができない。ホテル、旅館その他宿泊のための施設、病院及び診療所、
児童福祉施設などは、津波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針の規定に
適合すれば建築可能等の規制がある。 

 
名取市 条例で地区を指定。住居の用に供する建築物 を建築してはならない。ただし、津

波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針に適合し、かつ、市長が必要と認め
た建築物については、この限りでない等の規制がある。 

 
石巻市 東日本大震災により住居等が全壊又は流失した区域及びその周辺区域のうち、市

長が指定。住宅、ホテル、旅館、病院、病床を有する診療所及び児童福祉施設を
建築できない等の規制がある。 

 
女川町 津波による浸水等が予測され、危険の著しい区域を災害危険区域として指定。住

居の用に供する建築物を建築してはならない。ただし、津波災害に対し安全な構造
として規則で定めるものについては、この限りでない等の規制がある。 

 
岩沼市 今次津波と同様の津波が発生した際に、津波浸水被害が発生すると想定される区

域を「第１種区域」「第２種区域」に区分し指定。第１種区域 居住の用に供する建築
物の建築禁止とする等の規制がある。 

 
塩竈市 東日本大震災により甚大な被害を受けた区域のうち、津波による危険の著しい区

域を指定。 住居の用に供する建築物を建築できない等の規制がある。 
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○高知県は「南海地震長期浸水対策検討結果」を平成25年3月に公

表している。 ＊ここでいう「南海地震」は「南海トラフの巨大地震」のことである。 

 ◇長期浸水対策の検討事例 

出典：高知県HP 

長期浸水による影響と課題 

昭和南海地震後の高知市内（上） 

と現在の高知市内（下） 

南海地震長期浸水対策検討結果 
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〇中心市街地での事例（島根県松江市） 
・松江市は、人口と産業の空洞化が進む中心市街地の活性化等を目的として、空き家所有者等への住宅相談
や改修費補助などを実施。 

・NPO法人しまね住まいづくり研究会は、平成20年から中心市街地を主な対象とした「空き家活用システム構
築」のための空き家実態調査等を実施。 

・このため、中心市街地内での空き家の活用促進を共通の目的として、平成22年11月に市とNPOは協働契約を
締結し、協働事業として「空き家の見守りサービス（無償）」を実施するに至った。 

※ＮＰＯは、市との協働事業により、空き家所有者から信頼を確保できるとともに、見守りサービスを通じて、空き家
所有者からの自主的な情報提供を得られる（空き家活用の好循環構造）などのメリットがある。 

 ◇空き家対策の事例 

14 
出典：大分市HP 

事業名 子育て世帯住み替え支援家賃補助金（郊外住宅地関連事業） 

事業費 103万円（平成24年度） ※社会資本整備総合交付金を活用 

事業概要 

平成23年度より若い世代の団地への住み替えを促進するため、子育て世代への家賃補助（家賃
の3分の2（上限4万円） ）を実施。 
【補助対象者】 
平成23年8月1日以降に大分市富士見が丘団地外から団地内の一戸建て住宅を賃借し、3ヶ月以
内に転居した18歳未満の構成員のいる世帯。 

事業実績 平成23年度は7世帯が入居 （応募は延べ114世帯。物件提供は10件） 

○郊外での事例（大分県） 



○女川町総合運動公園の活用（宮城県女川町） 

 

 ◇空地の事前確保の事例 

・女川町総合運動公園は、陸上競技場、総合体育館（愛称：女川ドーム）、野球場、多目
的運動場等を有する。面積は25.5haで高台にある。 

・災害発生時には、ガレキ置場や仮設住宅整備場所、重機置場、物流拠点、自衛隊・警
察・消防等の支援部隊の拠点等で空地が必要となる。この公園は、被災後すぐに女川町
役場（仮設）及び応急仮設住宅用地等として使用され、現在では、その一部が災害公営
住宅用地として利用され、早期の復興に役立っている。 

 

 

女川町陸上競技場跡地地区災害公営住宅 

出典：女川町HP 

女川町総合運動公園 

女川町総合運動公園：
高台にあり、被災を免
れる 
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 ◇都市のコンパクトシティ化の事例 

16 

○地域コミュニティの再生を尊重したコンパクトシティ化（宮城県岩
沼市の集団移転） 

 
・岩沼市では、東日本大震災で特に甚大な被害を受け
た６地区の集団移転を促進するために、東日本大震災
復興交付金による防災集団移転促進事業（国土交通
省）を進めている。 
・集団移転については、６地区代表者会（東日本大震災
の復興に向けた懇談会）において示された、コミュニティ
の維持を基本方針とし、各地区から提出された移転希望
地の中から、この会議において玉浦西地区及び三軒茶
屋西地区を移転先として選定した。歴史あるふるさと玉
浦地区の再生に向けて事業を進めている。 

 

出典：岩沼市HP 
玉浦西地区土地利用計画 

点在する集落 



出典：農林水産省資料 http://www.maff.go.jp/tohoku/osirase/higai_taisaku/hukkou/pdf/130806_torikumi01.pdf 

○被災地復興において、東日本大震災復興特別法にもとづく農地
の住宅地への利用等が行われている。 

 ◇東日本大震災復興特別法による農地転用許可みなしの事例（１/2） 
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18 出典：農林水産省資料 http://www.maff.go.jp/tohoku/osirase/higai_taisaku/hukkou/pdf/130806_torikumi01.pdf 

 ◇東日本大震災復興特別法による農地転用許可みなしの事例（2/2） 
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■実践的リーダーの養成 

・救出救護班長や町内会の組長、体力のあ
る若い人などを対象に、地震発生時に迅速
な対応が求められる倒壊家屋などからの救
出活動及び応急手当、負傷者の搬送訓練
を重点的に行うもので、訓練指導時や災害
時の防災リーダーとしての育成を目指すも
のである。 

 ◇次世代リーダーの養成の事例 

■リーダー養成 

・自主防災組織の会長、副会長、班
長などを対象に、訓練指導方法や災
害時のリーダーとして活躍いただく防
災のリーダーとしての育成を目指す
ものである。 

出典：名古屋市HP 

○将来の防災リーダーとして実践的リーダーの養成（名古屋市） 



 ◇地方公共職員ＷＳ（ワークショップ）による人材育成 

・計画編の策定に当たっては、手続きにおける課題を把握するため、仮想の被害を基に 

 計画を策定する模擬策定作業を行った。 

・模擬策定作業では、被害特性や地区特性を変えた5地区における復興計画の策定に、 

 県及び市町村職員（30市町、計40名）が取り組んだ。 

 

○愛知県震災復興計画策定時の地方公共団体職員ＷＳ開催 

 （愛知県） 

出典：愛知県HP 

結果発表 検討状況 
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意 見 対応方法 

１ まちの中心部が全て浸水してしまう状況下でのまちづくりをどうすべきかも
う少し示せないか。 

高知県の取組み事例「南海地震長期浸水対策検討
結果」や排水オペレーション（中部地方整備局）等を
紹介。また、土地利用については被災地等の災害
危険区域の指定の取組み等が参考になる旨を追記
予定。 

２ 
 
国土交通省都市安全課長  H25.5.24付けの「防災都市づくり計画策定指 
 
針」「防災都市づくり計画のモデル計画及び同解説」や国土交通省で策定 
 
中と聞いている「津波紡災まちづくりの計画策定に関わる指針案」もあり、  
 
名称が類似したものがいくつかある 。これらの関係性や位置づけを解説し 
 
ていただきたい 。 

左記の指針等について、ガイドラインP-100の「避難
困難者の解消」、P-170の「グランドデザインに合わ
せた土地利用の促進」において、参考資料として追
記する予定。 

３  
沿岸部を中心に土地利用をしてきた今のまちの姿から、浸水しない内陸に 
 
拠点施設を再配置していくと、どうしても集約型都市構造とはかけ離れた 
 
都市構造になってしまう。防災・滅災＋コンパクトなまちづくりの考え方につ 
 
いて、補足をしてほしい 。 

「防災・滅災＋コンパクトなまちづくり」の考え方は、
各市町村の状況によって異なるが、そのためにもグ
ランドデザインが必要である。ガイドラインP-48の
「土地利用の基本的な考え方」やP-168の「グランド
デザインに合わせた土地利用の促進」で、その趣旨
を追記する予定。 

４ 現在は行政が防災一辺倒で進んでいる感があるが、町が形成された成り
立ちを今一度認識し、バランスの取れた将来像を描くことが重要である。 

ガイドラインP-58の「まちの歴史」やP-168の「グラン
ドデザインに合わせた土地利用の促進」において、
まちの成り立ちを把握することが、将来を見据えた
グランドデザインを検討する上で重要であることを追
記する予定。 
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 ②地震・津波災害に強い都市構造の構築 

２－４．追記事項 



 ◇その他 

 
  

意 見 対応方法 

１ 
  

被害想定で死者数や被害額等ばかりが注目され、「対策を行えばこのくらい
被害が軽減される」という方策の効果についても大々的に公表してほしい。 

ガイドラインP-1の「ガイドライン策定の目的」にて、
「今回の東日本大震災において過去の取組みにより
被災を免れた事例があること」を追記する予定。 

２ 
 
政府で国土強靭化に関して新たな方針がでるやとも聞いている。ガイドライ 
 
ンは中間報告と言うことであるが、それらと整合が図られるものとして頂きた 
 
い。 

 
政府から方針が示されるようであれば、ガイドライ 
 
ンP-1の「ガイドライン策定の目的」にて、それら 
 
を取り込む形としていく。 

３ 
 
事前に独自のシミュレーションを行っている。前提が異なるとシミュレーショ 
 
ンの結果は大きく異なる 。まちづくりの前提として、何を採用したらよいのか 
 
L1とL2）。 

各市で考えていただくことになるが、ガイドラインP-
25の「２－４．南海トラフの巨大地震」の説明の中で、
Ｌ１、Ｌ２の説明を追記する予定。 

４ P-35の「基本認識」において、本ガイドラインは１回の巨大地震で大きな被害
をこうむることを前提としているが、一度被災した後数か月、数年して再度被
災するといった被災についても想定し、復興事業も分散することも考えられる
ことを記載したほうがよい。 

ガイドラインP-37の基本認識に「過去の災害で得た
教訓を認識する」としているが、さらに、「繰り返しの
被災があり、それに応じた復興が必要なこと」を追記
する予定。 
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 ③災害に強い組織・人をつくる 

 
  

意 見 対応方法 

１ 住民主導の避難体制の構築を目指し、地域の避難ルールや津波避難計画、
防災体制（防災隣組）の確立を目指すことは、自助、共助の観点から有効で
ある。 

ガイドラインP-166の「自分の判断で避難できる防災
教育の推進」に左記の概要（自助・共助の有効性）を
追記する予定。 



３．新たな知見 

３－１．静岡県第4次地震被害想定（第一次報告） 

３－２．法改正・計画改定等 

 ◇災害対策基本法（追加改正） 

 ◇建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する 

  法律案 

 ◇中央防災会議・防災対策推進会議の公表資料 

 ◇津波防災まちづくりの計画策定に係る指針(第１版) 

 ◇ＵＲ都市機構「津波に強いまちづくりの検討に係る手引き」 

 ◇文部科学省「東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備について緊急提言（概要）」 

３－３．意見交換会で得られた先進的な取組み事例 
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 ３－１．静岡県第4次地震被害想定（第一次報告） 
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 ３－２．法改正・計画改定等（例：地域防災計画関係） 

市町村地域防災計画 

防災基本計画 
■第29回中央防災会議（平成23年12月27日）決定 

①津波災害対策編の新設 

②東日本大震災を踏まえた地震・津波対策の抜本的強化 

・あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波 

・２つのレベルの想定（Ｌ１、Ｌ２）とそれぞれの対策（最大クラス 

の津波→避難を軸とした総合的な対策、比較的頻度の高い津 

波→海岸保全施設の整備） 

■第31回中央防災会議（平成24年9月6日）決定 

①災害に対する即応力の強化 

②被災者への対応改善 

③教訓伝承、防災教育の強化等による地域の防災力向上 

県地域防災計画 

災害対策基本法 
■緊急性のたかいものの改定（平成24年6月27日施行） 

①大規模広域な災害に対する即応力の強化 

②大規模広域な災害時における被災者対応の改善 

③多様な主体の参画による地域の防災力の向上 

■追加改正（平成25年6月24日施行） 

①災害の定義に「崖崩れ・土石流・地滑り」を追加 

②大規模広域な災害に対する即応力の強化等 

③住民等の円滑かつ安全な避難の確保 

 ・学校等の一定期間滞在するための避難所と区別して、 

 安全性等の一定の基準を満たす施設又は場所を緊急時 

 の避難場所としてあらかじめ指定 

 ・高齢者、障害者等の災害時に特に配慮を要する者に 

 ついて名簿を作成し、本人からの同意を得て関係者に情 

 報提供する（条例で規定すれば本人の同意不要） 

④平素からの防災への取組の強化  

国・県：南海トラフ巨大地震
による被害想定について  

その他 
■耐震改修促進法：耐震診断の務付け 

■南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）
（中央防災会議南海トラフ巨大地震対策検討
WG）（平成25年5月28日） 

■防災会議等で得られる新たな知見 
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 ◇災害対策基本法（追加改正） （Ｈ25．6施行） 
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 ◇建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律案 （Ｈ25．11施行予定） 

29 （次頁につづく） 



平成25年11月施行 
30 

（前頁より） 



 ◇中央防災会議・防災対策推進会議の公表資料 （Ｈ25．5公表） 

31 
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・この指針では、現状把握及び対策の効果を視覚的にわかりやすい形で確認できるツールを提供し、現実性のある津波防災対策の
立案を支援。 

・津波地域づくり法「推進計画」策定にあたり、避難路、避難施設等津波発生時における円滑な避難確保のための施設の整備及び管
理に関する事項を計画に定める上で参考となる技術的助言。 

・津波災害危険区域内において、市町村長が既存建築物等を指定避難施設として指定することを検討する場合にも参考となる技術的
助言。 

○最大クラスの津波に対しては、避難場所と避難経路の確保により、津波から安全かつ確実 
   に避難できるまちづくりが強く求められているところ 

○地方公共団体の都市計画部局には、都市計画基礎調査やパーソントリップ調査等のデータ 
     の蓄積があり、これらを活用方策を提示することで効率的な現況把握や対策立案が可能 

 

 

 

 

 

 
 

        都市計画基礎調査を活用した津波避難ビルの候補の抽出       パーソントリップ調査を活用した中心市街地の時間帯別人口分布 

○現状や対策の効果をビジュアルに表現することで、住民等と効果的に認識の共有を図ること 
     が可能であり、対策の実現と確実な避難行動へとつながる事を期待 

建物階数
４階
５階
６階
７階

高台
指定済みの
津波避難ビル

 ◇津波防災まちづくりの計画策定に係る指針の概要 （H25.6公表） 

32 



33 

 ◇ＵＲ都市機構「津波に強いまちづくりの検討に係る手引き」 (H25.9公表） 

・ＵＲ都市機構は、南海トラフを震源とする巨大地震による津波被害が懸念される地方公共
団体への支援強化を図るため、今後、関係する地方公共団体が津波防災まちづくりのため
の対策の検討や計画の策定を行うに当たって、その参考として活用いただくことを目的とし
て手引きを策定（主にハード対策を中心） 
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◇文部科学省「東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備について緊急提言（概要）」 （H23.７公表） 
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 ３－３．意見交換会で得られた先進的な取組み事例 

出典：意見交換会資料より 

○体力アップ（はつらつ健脚運動）は介護予防と防災対策：南伊勢町 

○観光協会と取組む観光客の安全対策：南伊勢町 

○津波緊急避難場所として整備する高台防災公園：津市 

○全町職員で取り組む自主防災組織の育成・強化：御浜町 

○避難困難地区解消へ向けて、平時での活用可能な築山整備：沼津市 

○横断歩橋と津波避難施設の兼用工作物整備：吉田町 

○幼稚園と保育園の隣接地に津波避難タワー整備：袋井市 

○観光客や企業従事者（帰宅困難者）対策の実施：田原市 

○施設のスリム化と防災機能アップを目指した公共施設の再配置 

 ：西尾市 



４．市町村アンケートの実施について 

37 

○目的：本調査は、市町村におきます「地震・津波災害に強いまちづくり」の取組状況 

      を、ガイドラインに示す方策体系図に沿って把握すること 

○調査対象：中部圏の津波災害が懸念される沿岸部の市町村 

○調査方法：電子メールにより、県を通じて市町村に依頼し、調査票を配布し回収 

○アンケート調査票の分析について 

 ①施策別の取組状況 

 ②ガイドラインに示す地域別（海岸平野部、内湾低平地部、半島・島しょ部）の各施策取組状況 

 ③まちの大きさ（人口別）の各施策取組状況 

 ④自由意見のとりまとめ 

 ⑤強化が必要な施策の抽出  として分析予定（市町村名は記載しない） 

○アンケート結果の公表について   

 ①アンケート項目ごとに、中部地方整備局にて集計したものを公表予定 

 ②中部地方整備局のホームページで調査結果を公表予定（市町村ごとのデータ公開はしない） 

 ③ガイドラインの地震・津波災害に強いまちづくりに関する「中部圏の現状と課題」 の節にて 

  記載予定 
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＜本編＞  

第１章 ガイドライン策定の目的と利用方法 

第２章 中部圏の地震・津波災害に強いまちづくりに係る現状と課題 

     ＊自治体アンケート結果による、現状・課題を記載 

第３章 地震・津波災害に強いまちづくりの推進の進め方 

第４章 地震・津波災害に強いまちづくりに必要な基本認識 

第５章 「地震・津波災害に強いまちづくり基本方針」の策定方法 

第６章 おわりに 

地震・津波災害に強いまちづくりの施策集・・・旧第6章より施策集として記載 

地震・津波災害に強いまちづくり支援事業メニュー集 ・・・本編に編入 

＜別冊＞  

  【海岸平野部】  地震・津波災害に強いまちづくり基本方針（案） 

  【内湾低平地部】 地震・津波災害に強いまちづくり基本方針（案） 

  【半島・島しょ部】 地震・津波災害に強いまちづくり基本方針（案）   

５．使いやすいガイドラインの工夫 
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中部圏の地震・津波災害に強いまちづくりに係る現状と課題 

地震・津波災害に強いまちづくりの推進の進め方 

地震・津波災害に強いまちづくりに必要な基本認識 

「地震・津波災害に強いまちづくり基本方針」の策定方法 

・東日本大震災の被害状況調査結果 
・既往災害から得られた教訓：東日本大震災、阪神淡路大震災等 
・中部圏の地域特性  ・南海トラフの巨大地震 
・自治体アンケート結果（現状と課題）   ・中部圏の地域特性 
 

・地震・津波災害に強いまちづくりの方向性 
・地震・津波災害に強いまちづくりの進め方 

・検討するための地震・津波想定 
・地震・津波による被害の整理と想定：建物被害、人的被害等 

・市町村の現状把握   ・災害履歴の把握 
・南海トラフの巨大地震による被害想定 
・市町村が講じている方策の確認  ・防災・減災対策の現状のまとめ 
・課題の抽出  ・まちづくりに向けた基本的な考え方 
・必要な施策の抽出  ・短期施策の検討  ・グランドデザインの検討 
・グランドデザインのイメージ 

地震・津波災害に強いまちづくりの施策集 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

＜中部圏の巨大地震対応への課題＞ 

沿岸平地部の液状化への対策 
沿岸平地部の工業地帯への対応 

沿岸部への人口集積 

過疎地域における高齢者対策 
＜基本的な考え方の具体的な項目＞ 

災害に強い組織・人をつくる 
地震・津波に強い地域構造の構築 

安全で確実な避難の確保 

事象による被害内容と対策を整理 
地震・津波の想定 

具体的な項目による体系化 

まちづくり基本方針に必要な情報整理 
課題の抽出方法 

安全で確実な避難（短期施策）や地
震・津波に強い地域構造（グランドデ
ザイン）等を検討する考え方の整理 

＜検討のための考え方を明示＞ 

＜具体的な項目を明示＞ 

＜検討のための考え方を明示＞ 

揺れが強い（震度７） 
津波が高く速い（２０ｍ以上、最短２分） 

建物 最大約930千棟、人的 最大約175千人 

・安全で確実な避難の確保  ・地震・津波に強い地域構造の構築 
・・災害に強い組織・人をつくる 

＜巨大地震の特徴と被害＞ 

地震・津波災害に強いまちづくり支援事業メニュー集 ⑥ 
本編に編入 

＜支援事業メニューを明示＞ 
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地
震
・
津
波
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り 

（
ハ
ー
ド
と
ソ
フ
ト
の
ベ
ス
ト
ミ
ッ
ク
ス
） 

(1-2)安全な避難空間の確保 

(2-5)地域の孤立対策 

(3-2)自治体・企業等との連携 

基本的な考え方（基本事項） 基本施策 

地震・津波に強い地域構造の構築 

安全で確実な避難の確保 

(3-3)地方公共団体の防災力向上 

(1-3)確実な避難行動の確保 

(1-4)津波対策で必要となる施設対策 

(2-4)災害リスクに対応した土地利用計画 

(3-1)人材等の育成 

(3-4)有事を見据えた体制づくり 

災害に強い組織・人をつくる 

(2-3)火災に強いまちの形成 

(2-1)地震(揺れ)対策を必要とする施設対策 

(1-1)ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ・津波避難計画の整備 

(2-2)津波対策を必要とする施設対策 

その他 (4-1)地震保険・共済等の加入 

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 
ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 
ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 

インデックスにて分かり
やすくする、具体は次頁 
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